福岡県飲酒運転撲滅条例に基づくデータ管理システム業務に係る
企画提案公募仕様書

1 業務名
福岡県飲酒運転撲滅条例に基づくデータ管理システム業務委託

2 想定スケジュール
本業務の想定スケジュールは以下のとおり。ただし、正式なスケジュールについては別途、発注者と受注者の間で協議の上決定することとする
契約締結		令和８年１１月上旬
システム利用開始希望	令和８年１２月１日 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３－（２）―④⑤及びそれに係る研修については令和９年２月頃希望）
ただしシステムの開発・導入が上記システム利用開始希望日に間に合わない場合には、履行期間である令和９年３月３１日までを期限としたスケジュールの提案を行ってよい。

3 委託内容
本委託業務において受注者が実施する内容は以下のとおりとする。その他の要件については「別紙：機能要件一覧」を満たすこと。
また、受注者は、要件の対応可否について「別紙：機能要件適合表」に記入する形で回答すること。
（1） システム基盤の提供
・　提案するプラットフォームおよび必要な拡張プラグインのライセンス、並びにLGWAN-ASPサービスの手配および利用環境の構築を行うこと。
（2） システム構築業務
以下の業務を実現するためのシステム（アプリ）の設計、カスタマイズ開発、設定を行うこと。
1 データの取込・前処理
本機能は構築対象外とし、県が自製ツールにより対応する。受注者は以下を対応すること。
・ プラットフォームへのデータ取込に必要なデータ形式（CSV等）および項目定義を設計し、県に提示すること。
・ プラットフォーム標準のCSVインポート機能により、月次データの取込が可能な構成とすること。
2 対象者の抽出・ステータス管理機能
条例に基づく各処分段階（以下「ステータス」という。）の対象者を抽出し、各対象者への対応状況を管理する機能を構築すること。
1. アプリ構成
以下のアプリ構成を基本として設計すること。
	No
	アプリ
	概要

	1
	対象者情報管理アプリ
	対象者1人につき1レコードとし、最新の個人情報を管理する。

	2
	違反情報管理アプリ
	違反の都度1レコードを作成し、違反情報を管理する。対象者情報管理アプリと紐づけること。

	3
	助成金交付状況管理アプリ
	対象者1人につき最大1レコードとし、助成金の交付状況を管理する。対象者情報管理アプリおよび違反情報管理アプリと紐づけること。管理項目・機能の詳細は別途県と協議の上確定する。


上記に加え、対応履歴の管理方法等、業務効率化に資するアプリ構成の提案があれば記載すること。
2. 管理項目
違反情報管理アプリの主な管理項目は以下のとおりとする。詳細なフィールド定義については、別途県と協議の上確定する。
	分類
	主な管理項目

	基本情報
	企画提案公募参加申込書提出後、貸与する。

	対応管理（第1項・準違反）
	〃

	指導・受診結果
	〃

	対応管理（第4項・再違反）
	〃

	除外管理
	〃

	助成金
	〃

	その他
	〃


3. ステータスの定義
ステータスは個人レコードに専用フィールドとして持たず、違反点数・各種対応日・対象外事由等の組み合わせにより動的に対象者を抽出する方式とする。
	No
	ステータス
	概要

	1
	指導通知
	企画提案公募申込書提出後、貸与する。

	2
	受診等義務通知
	〃

	3
	勧告
	〃

	3-2
	疑い者への勧告
	〃

	4
	弁明の付与
	〃

	5
	受診命令
	〃

	6
	催告
	〃

	7
	家庭訪問
	〃

	8
	過料
	〃



4. 対象者の抽出機能
各ステータスの対象者を以下の条件に基づき抽出する機能を構築すること。
・ 職員の画面操作（抽出実行ボタンの押下等）により、条件に合致する対象者を一括で抽出・表示できること。抽出の実現方法（ビュー・絞り込み・ボタン等）は提案者の提案に委ねる。
・ステータスの遷移（変更）は、職員の手動操作（各種対応日の入力等）により行うこととし、自動遷移は不要とする。
・要確認フラグが付与されたレコードを一覧表示できるビューを設けること。本庁職員が内容を確認し、名寄せ・点数を確定後にフラグを解除できること。

各ステータスの抽出条件は以下のとおりとする。詳細な抽出ロジックについては、別途県と協議の上決定する。
	No
	ステータス
	抽出条件

	1
	指導通知
	企画提案公募申込書提出後、貸与する。

	2
	受診等義務通知
	〃

	3
	勧告
	〃

	3-2
	勧告（疑い者への勧告)
	〃

	4
	弁明の付与
	〃

	5
	受診命令
	〃

	6
	催告
	〃

	7
	家庭訪問
	〃

	8
	過料
	〃


5. 集計ビュー
②のデータに基づき、月次報告に必要な以下の集計機能を構築すること。
・ 条例の項別（第1項・旧3項・第4項の3種類）に、ステータス区分ごとの件数および義務履行率を確認できる集計機能を構築すること。実現方式は以下のいずれかとし、提案者の提案によるものとする。
　（ア） プラットフォーム上にJavaScript等を用いてツリー形式で表示する方式
　（イ） プラットフォーム上で件数・履行率を集計し、Excel等の外部ファイルに出力してツリー形式で確認する方式（プラットフォームからのCSV/Excelエクスポート＋予め用意したExcel雛形での自動整形等、可能な限り簡易的な仕組みを想定）
・ 表示内容は②のデータに基づく最新値とすること（スナップショット保存は不要）。
・ (ア)方式を採用する場合は、画面上からの印刷またはPDF出力に対応できること。
・ 各集計項目の詳細な抽出条件については、別途県が提示する定義に基づき実装すること。
3 各種通知文・レポートの作成に係るデータ出力
1. 通知文出力用データのエクスポート
通知文の帳票生成はプラットフォームの構築対象外とし、県がプラットフォーム外で実施する。プラットフォームでは以下を構築すること。
・ 上記②の抽出結果に基づき、通知文作成に必要な対象者情報（氏名・住所・郵便番号・該当条項等）をCSV形式またはExcel形式でエクスポートできること。
・ エクスポート時に通知の種類（9種類）ごとの対象者を区別できること。
2. 月次報告レポート
推移表（月別の違反者数・累計・履行率の時系列一覧）および推移グラフはプラットフォームの構築対象外とし、県が上記②カの集計ビューで確認した値をもとにExcelで作成する。
4 政令市向けデータ出力機能
[bookmark: _Hlk233719438]県が毎月実施する各種通知の対象者数（区別集計）について、政令市へ提供するためのデータをプラットフォームから出力できる機能を構築すること。
1. 対象機関
 福岡市（７区）・北九州市（７区）
2. 出力内容
　・ 当月の通知対象者数を区単位で自動集計し、合計数として表示すること（個人情報は含まない）。
　・ 住所情報等から対象者の所在区を判定し、区ごとの件数を算出すること。判定に用いる項目は別途協議の上確定する。
　・ 通知の種類別の内訳は不要とし、合算した件数のみを公開する。ただし、違反点数が1.5点以上の者（再違反者）は集計対象から除外すること。
3. 出力形式および運用
　　　　　　　　　　　　  ・　政令市へ速やかに提供できるよう、あらかじめ整形された状態（Excelまた
　　　　　　　　　　　　　はCSV等）でダウンロードできること。
                  ・ データの集計およびファイルのエクスポートは、職員の操作により実行する
　　　　　　　　　　　　　方式とすること。
5 県域保健所及による指導結果入力機能
県域保健所（9か所）の職員が、適正飲酒指導を実施した結果を入力できる機能を構築すること。
1. 利用者の規模：保健所：各2名（計18名）
2. アクセス環境：LGWAN環境からアクセスする構成とすること
3. 入力項目：「対象者氏名」他５項目
4. 入力方式：保健所職員は、氏名及び生年月日を入力することで対象者を検索・特定し、指導結果を入力する方式とする。保健所職員は②の違反者管理機能にはアクセスせず、検索・入力専用の機能のみを使用する。
5. 対象者の特定に関する留意事項：
・ 氏名及び生年月日の組み合わせで検索を行い、候補が表示された場合は保健所職員が本人確認のうえ対象者を選択すること。
・ 保健所職員に対しては、対象者の氏名及び生年月日以外の情報を参照させない構成とすること。
・ 上記を実現する方式は、以下のいずれか、または同等以上のセキュリティを担保できる方式を提案者が提案するものとする。
　（ア） ②本体アプリとは別に、必要最小限の情報（氏名・生年月日）のみを保持する中間データを用いる方式
　（イ） ②本体アプリに直接アクセスさせるが、フィールド単位の権限設定により、保健所職員には氏名・生年月日フィールドのみを表示・参照可能とする方式
6. 確認・反映機能：保健所職員による指導結果の入力後、本庁職員が反映済みのレコードを処理済フラグ等で区別できること。
7. アクセス制御
　・ 保健所職員は②の違反者管理機能にはアクセスできないこと。
　・ 保健所職員が閲覧できる情報は、自身が入力したレコードのみとすること。
8. 実現方式
　・  アプリへの直接入力等、実現方式は提案者の提案によるものとする。
（3） 既存データの移行およびクレンジング ※データ移行を含めるか検討中
・　県が保有する既存のデータ（過去5年分および未完了分のExcel台帳データ等）を新システムへデータ移行すること。
・　移行にあたっては、システム上で適切に検索・集計を行えるよう、県が提示する条件（和暦・西暦変換、外字の代替文字変換、表記揺れの修正、不要な文字の置換等）に基づき、データクレンジング作業の実施、またはクレンジングを自動実行するツール（プログラム等）の提供を行うこと。
（4） 研修およびマニュアル作成
　円滑な稼働に向けて、以下の研修実施およびマニュアル提供を行うこと。
1 利用者向け操作研修
・契約期間内に1回程度実施すること
・対象人数：最大25名を想定
・研修はオンサイトまたはWeb会議形式で実施すること
2 操作マニュアルの作成・提供
・本県の業務運用フロー（データ取込、抽出、帳票出力等のプロセス）に即した操作マニュアル（管理者用・県保健所用）を作成し、電子データで納品すること。
（5） 運用保守・伴走支援
システム稼働後から契約満了日までの間、以下の運用保守および伴走支援を行うこと。
なお、本システムに関する各種問合せについては、受託者が一次窓口として一元的に対応すること。
1 運用保守（Ｑ＆Ａ・障害対応等）
・ システム（プラットフォーム標準機能、導入プラグイン等）に関する問合せ対応、および障害発生時の原因切り分け・復旧支援を行うこと。
・ プラットフォーム（メーカー側）の障害や計画メンテナンスによるサービス停止等が発生した（又は予定されている）場合は、速やかに県へ状況の報告及び情報提供を行うこと。
・ 問合せ窓口の受付時間は以下の通りとすること
· 電話対応：平日9:00-17:00
· メール対応：24時間365日（時間外・休日の受付分に対する回答・対応は翌営業日以降で差し支えない）
2 伴走支援（システム改修・内製化支援）
・ 業務要件変更に伴うアプリの軽微な改修対応
・ 本県職員に対するカスタマイズ手法や設定変更に係る助言・レクチャー
3 実施条件等
・ 当該支援を契約期間内に月７時間の範囲で対応するものとし、月ごとに対応実績をまとめた作業報告書を提出すること。

4 サービス利用規模
・サービスの利用者、利用量の想定は以下のとおり
	対象
	利用規模

	システム利用者数
	25名

	想定データ量
	初期データ件数：約21,600件
毎月約300件の追加



5 業務体制
受託者は、業務の遂行にあたり複数人で構成された体制を整備し、県と円滑な意思疎通が図れるよう留意すること。また、報告、協議、助言、およびその他必要なコミュニケーションについては、定期的に対面またはWeb会議形式にて行うこと。

6 参考資料の貸与・提供
委託者は、本業務の履行に際し必要と認めるものに限り、受託者に資料を貸与・提供する。また、企画提案公募参加申込書提出後、以下の資料を提案者に貸与する。
・ 現行の通知文テンプレート（9種類）
・ 現行Excel台帳のサンプル（匿名化済）
・ 月次報告レポートの現行様式
・ 集計条件一覧
　　　・　3－（2）－②の１．アプリ構成の「概要」、２．管理項目の「主な管理項目」、３．ステータスの定義の「概要」、４．対象者の抽出機能の「抽出条件」

7 個人情報の取扱い
（１）	受託者は福岡県個人情報保護条例その他関係法令を遵守すること。
（２）	個人情報の漏えい、滅失又は毀損の事案が発生した場合、又は発生のおそれがある場合は、速やかに県に報告し、県の指示に従うこと。
（３）	本業務の履行に際して知り得た個人情報を、業務の目的以外に使用し、又は第三者に提供してはならない。

8 成果物
	対象
	形式
	備考

	構築済みアプリ一式
	プラットフォーム環境上
	

	設計・設定ドキュメント一式
	電子データ
	

	運用・保守関連ドキュメント一式
	電子データ
	

	操作マニュアル
	電子データ
	

	研修資料
	電子データ
	

	JavaScript仕様書・ソースコード
	電子データ
	カスタマイズ時

	プラットフォームへの取込用データ形式定義書
	電子データ
	①に対応するもの

	月次作業報告書
	電子データ
	毎月



9 その他                                                                                                                                                                                                                                                                                       
（1） 本提案は、１事業者ごとに１提案を上限とする。
（2） 本提案は、「福岡県飲酒運転撲滅条例に基づくデータ管理システム業務委託先候補者」を選定するものであり、本県の都合で契約締結を行わない場合があることに留意すること。
（3） 本提案の評価は、提案者の技術力などを評価するために行うものであって、提案書に基づき、そのまま業務を了承するものではないので留意すること。
（4） 成果品（業務の履行過程において得られた記録等を含む）を第三者に閲覧させ、複写させ、又は譲渡してはならない。ただし、県の承諾を得た場合はこの限りではない。
（5） 本業務で受託者が新規に作成した成果物に関する権利は、全て福岡県に帰するものとする。第三者製品はその利用許諾条件に従う。
（6） 本業務の全部を第三者に再委託することはできない。業務の一部を再委託する場合は、あらかじめ再委託先の名称、再委託する業務の範囲等を書面で県に申請し、承認を得ること。なお、再委託した場合においても、本業務に関する責任は受託者が負うものとする。
（7） 本サービス（システム、プラグイン、LGWAN-ASP等）の利用に係る費用は、原則請求元の一本化が可能であること。
（8） 本サービスの利用に係る費用を年度末に一括請求で処理できること。
（9） 契約終了時には、本システムに蓄積された全データを県が指定する形式（CSV等）で提供すること。また、受託者側に保存されたデータは、速やかに消去すること。
2

